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災害から住民の生命、身体及び財産を保護するために必要な災害対策活動及び啓発活動を行うもの。

１ 概 要

２ 事業内容

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

268～269 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 １-２ 災害対策活動費

千円
３３，６２９

-２-

➀ 総合案内板設置

指定緊急避難場所８５箇所において、令和５年度から令和７年度の３年間で総合案内板の設置を行う。

（１） 事業費 ９，１７６千円

（２） 内 容 指定緊急避難場所２８箇所に総合案内板を設置する

（３） 設置場所 （参考）①総合案内板設置予定指定緊急避難場所一覧のとおり

（４） スケジュール

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

設置場所の調整

案内板作成・設置
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総合案内板（イメージ）



-４-

③ その他

（１） 備蓄物資等購入 ２，９８１ 千円

（２） 気象情報提供サービス ２，６４０ 千円

（３） 「ながさき防災ひろば」開催等に係る委託料 ２，１６３ 千円

（４） 長崎県総合防災訓練実施負担金 1，５８０ 千円

（５） その他経費（報酬、消耗品費、通信費等） １４，０２９ 千円

② 地域と連携した避難所運営

避難所を速やかに開設し、避難者を受け入れる体制を確立する必要があることから、
市と連合自治会等が覚書を交わし避難所要員と地域の方が連携して避難所の迅速開
設及び運営を行うとともに、避難しやすい環境づくりによる自主避難の促進を図る。

（１） 事業費 １，０６０ 千円（謝礼金）

ア 運営を連携する避難所 ２５，０００円×４０回＝１，０００ 千円

イ 開設を連携する避難所 １，９００円×３１回＝ ６０ 千円

（２） 連携避難所 （参考）②地域と連携した避難所一覧のとおり

避難所運営訓練

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
３３，６２９

千円
－

千円
－

千円
－

千円
７４０

千円
３２，８８９

※ 防災体制整備基金繰入金 ５８１千円、戸別受信機売払収入 １３４千円、雇用保険料個人負担分 ２５千円
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（参考）

➀ 総合案内板設置予定指定緊急避難場所一覧



② 地域と連携した避難所一覧（令和6年2月14日現在）

運営20か所

開設34か所

-６-

番号 区分 名称 番号 区分 名称 番号 区分 名称

1 桜馬場地区ふれあいセンター 13 玉台寺 25 野母崎文化センター

2 長崎県スポーツ協会スポーツ合宿所 14 大崎びわ集出荷場 26 木場自治会集会所

3 銭座小学校 15 南小学校 27 野母崎樺島地区ふれあいセンター

4 西城山校区西部自治会公民館 16 式見 式見地区ふれあいセンター 28 脇岬地区ふれあいセンター

5 西北・岩屋ふれあいセンター 17 小ヶ倉 ダイヤランドふれあいセンター 29 西海コミュニティセンター

6 三川町公民館 18 晴海台地区ふれあいセンター 30 琴海ニュータウン公民館

7 岩屋中学校 19 蚊焼地区ふれあいセンター 31 琴海活性化センター（四季彩館）

8 長崎工業高等学校 20 香焼ひまわり 32 黒崎地区公民館

9 横尾地区ふれあいセンター 21 香焼地区公民館 33 池島中央会館

10 横尾中学校 22 高島 高島ふれあいセンター 34 池島荘

11 横尾小学校 23 野母地区公民館

12 茂木 茂木地区ふれあいセンター 24 黒浜町公民館
野母崎

滑石

琴海
西浦上

中央 野母崎

外海

茂木

三和

香焼

番号 区分 名称 番号 区分 名称 番号 区分 名称

1 小島中学校 8 西山台小学校 15 東公民館

2 小島地区ふれあいセンター 9 南公民館 16 かき道公民館

3 飽浦小学校 10 小菅町公民館 17 深堀 深堀地区ふれあいセンター

4 淵町公民館 11 戸町小学校 18 三重 三重地区市民センター

5 稲佐地域コミュニティー消防センター 12 新戸町公民館 19 琴海 旭ヶ丘公民館

6 西坂小学校 13 小ヶ倉 小ヶ倉地区ふれあいセンター 20 外海 出津地区ふれあいセンター

7 小江原小学校 14 東長崎 平間公民館

中央

中央

東長崎



１ 概 要

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

268～269 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 １-３ 自主防災組織活動費

千円
２，２０２

-７-

自助・共助の精神に基づく自主防災組織の結成促進及び活動活性化を図るとともに、地域防災の推進役となる
長崎市民防災リーダーを地域ごとに養成することで、地域防災力の向上を図る。

また、防災に関する知識を身につけた市民の増加を図るため、ながさき防災サポーターを養成する。

➀ 自主防災組織の結成促進及び既存の自主防災組織の活動活性化

（１） 事業費 １，５２５ 千円

ア 自主防災組織への助成資機材購入費 ７９２ 千円

イ 防災啓発用品購入費ほか ７３３ 千円

（２） 内容

ア 組織的な防災活動の必要性を自主防災組織が未結成の自治会や地域コミュ二ティ連絡協議会

等へあらゆる機会を捉えて説明し、結成促進を図る。

イ 避難所運営訓練など、地域の防災訓練の実施支援を行い、防災活動を活性化する。
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
２，２０２

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１，７３７

千円
４６５

（１） 事業費 ６７７ 千円

※防災体制整備基金繰入金 １，０６２千円、長崎伝習所基金 ６７５千円

ア 講師等謝礼金 １２１ 千円

イ 認定者助成品購入費 ３８５ 千円

ウ 講習会消耗品購入費 ５０ 千円

エ 講習に伴う保険料 １１ 千円

オ 郵送料 １１０ 千円

（２） 内容

ア 地域の推進役となる長崎市民防災リーダー養成講習及び認定者が地域で活動できる

スキルを維持するためのフォローアップ講習を実施する。

イ 防災に関する知識を有するながさき防災サポーター養成講習を実施する。

② 長崎市民防災リーダー養成講習及びながさき防災サポーター養成講習の実施

【令和6年度養成講習予定】

長崎市民防災リーダー ：開催時期 12月 定員60名

ながさき防災サポーター：開催時期 1月 定員50名



➀ 自主防災組織の結成数及び活動カバー率推移

② 長崎市民防災リーダー及びながさき防災サポーター認定者推移

※ 活動カバー率は、市内全自治会の世帯数のうち、自主防災組織を結成している自治会の世帯数の割合

※新型コロナウィルス感染拡大の影響により令和３年度まで中止

（参考）

-９-

R6.2.1現在

R6.2.1現在

年度 R元 R2 R3 R4 R5

結成数 13 4 6 5 2

解散数 0 0 2 3 1

累計 620 624 628 630 631

活動カバー率（％） ※ 68.4 69.3 70.2 71.1 71.2

R元 R2 R3 R4 R5

認定者数 100 38 中止 32 36

累計 1,196 1,234 1,234 1,266 1,302

認定者数 中止 中止 中止 12 42

累計 - - - 12 54

年度

　防災リーダー
　（平成21年度～）

　防災サポーター
　（令和元年度～）※



１ 概 要

２ 事業内容

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

268～269 ９
消防費

１
消防費

４
災害対策費 ３-１

【単独】防災行政無線整備事
業費負担金
長崎県防災行政無線

千円
６，０１９

-１０-

長崎県が実施する「長崎県防災行政無線衛星系設備再整備事業」の完了に伴い、市庁舎及び消防局庁舎に係る

通信設備の新設・更新に要する経費について、負担金を支出するもの。

「長崎県防災行政無線衛星系設備再整備事業」における負担金

（１） 事業費 ６，０１９千円

（２） 内 容

ア 市庁舎（新設） ：衛星系設備、地上系設備及び端末局設備の設置 ４，４１４千円

イ 消防局庁舎（更新）：衛星系設備及び端末局設備の更新 １，６０５千円

【長崎県防災行政無線衛星系設備再整備事業】

長崎県防災行政無線（県民の生命・身体・財産を災害から守ることを目的とし、地上系、衛星系、移動系により構成さ

れ、県と国、県内各市町、消防本部などの防災関係機関との間において、災害情報の収集・伝達を迅速かつ的確に行う重

要な通信網）の衛星系設備について、整備後約１５年が経過し、老朽化しているなどの理由により、令和４年度から５年

度にかけて設備を更新するとともに、長崎市の市庁舎等に新たに整備するもの。
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３ 事業費の負担割合について

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
６，０１９

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
６，０１９

市庁舎（新設）工事費 ２９，４３１千円

緊急防災・減災事業債（充当率１００％、地方交付税７０％）

実負担 ８，８２８千円 地方交付税 ２０，６０３千円

市負担
４，４１４千円

県負担
４，４１４千円

消防局庁舎（更新）工事費 １０，７０２千円

緊急防災・減災事業債（充当率１００％、地方交付税７０％）

実負担 ３，２１０千円 地方交付税 ７，４９２千円

市負担
１，６０５千円

県負担
１，６０５千円

長崎県が実施する「長崎県防災行政無線衛星系設備再整備事業」に緊急防災減災事業債を充当し、

交付税措置分を控除した実負担額を県と市で等分に負担する。



情報端末

長崎県庁

県内市町・消防

防災電話ファックス

-１２-

市庁舎

消防局庁舎

新設・更新

新設
地
上
回
線

一斉指令

システム

防
災
行
政
無
線
回
線

画像情報

システム 更新

衛
星
回
線

国・都道府県

市町村

消防本部等

長崎市

情報端末
防災電話ファックス

衛星設備

衛星設備

負担金対象
長崎県防災行政無線 概要及びシステム構成

（参考）


